個人番号（マイナンバー）届出書	Comment by 作成者: 【以下解説・アウル社会保険労務士法人
代表社員　特定社会保険労務士　山崎　泉】

マイナンバーの取得にあたって、紙ベースで提出を依頼する企業もありますが、マイナンバー管理システムを導入すると便利です。
従業員は、スマホやＰＣからクラウドサービスとして提供されているマイナンバー管理システムへアクセスし、手順に従ってマイナンバーを提出し、会社は、従業員のマイナンバーを取得した後、安全に管理していくことになります。
　マイナンバー管理システムを導入すると、以下のような4つのメリットがあります。
①取得・保管・利用から廃棄までクラウド上で完結できます。
②万全なセキュリティで管理されるので、情報漏洩を防げます。
③ペーパーレス化を実現し、保管場所が必要なくなります。
④法律に沿った管理ができ、人事労務管理のコスト軽減にもつながります。
　
またマイナンバー管理システムと給与計算ソフトを連動させ、年末調整時の源泉徴収票へ印字することもできます。社会保険手続ソフトと連動させ申請書への印字や電子申請の際にマイナンバー入力を行うなど、マイナンバーを利用した関連書類の作成や電子申請も楽に運用でき、安全に管理できるものがあります。

提出年月日　　　　年　　月　　日

所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


● 本人の個人番号
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● 扶養家族の個人番号
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書類貼付欄（本人分のみ）

	番号確認書類
	次のいずれかのコピーを貼付してください。
個人番号カード（裏面）　・　通知カード　・　住民票	Comment by 作成者: 「住民票の写し」に変えて、マイナンバーが記載された「住民票記載事項証明書」を提出いただいても構いません。
「住民票記載事項証明書」は、「住民票の写し」にある項目のうち、申請者が希望する項目のみを記載した書類のことです。
「住民票」とは住民基本台帳に載っている個人と世帯の情報のことで、市役所で発行してもらう書類は「住民票の写し」といいます。「住民票の写し」には、氏名、住所、生年月日だけでなく、本籍地や現住所に引っ越す前の住所など多数の項目が載っています。
　一方、「住民票記載事項証明書」は「住民票の写し」に比べて必要な情報のみを記載して証明してもらうことができます。
　会社がマイナンバーを取得する際には、番号確認と身元確認を実施します。マイナンバーカードや通知カードを提出できない方は、マイナンバーが記載された「住民票の写し」又は「住民票記載事項証明書」で確認することになります。この他に身元確認書類が必要です。
　なお、マイナンバーカードは写真付きであり、1枚で番号確認と身元確認ができます。
　通知カードは、デジタル手続法の改正により、令和２年５月25日付で廃止されたため、マイナンバーを申請書に記入する際の本人確認書類として使用できなくなりました。但し、通知カードの記載事項（氏名・住所等）に変更がない場合は番号確認に使用できます。

	
	



	身元確認書類
	次のいずれかのコピーを貼付してください。
個人番号カード（表面）・　免許証　・　パスポート　・　住基カード等
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